
臨
時
会
報
告

令
和
５
年
５
月
10
日
開
催

一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
１
号
）

　

予
防
接
種
法
に
基
づ
く
新

型
コ
ロ
ナ
ワ
ク
チ
ン
接
種
の

特
例
臨
時
接
種
期
間
を
１
年

延
長
す
る
と
と
も
に
、
65
歳

以
上
の
方
や
、
基
礎
疾
患
を

有
す
る
方
に
つ
い
て
は
、
５

月
８
日
か
ら
接
種
を
開
始
す

る
た
め
に
専
決
処
分
の
承
認

を
求
め
る
。

問
対
象
者
の
何
割
が
接
種

さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
か
。

答
約
６
割
の
予
約
率
。
担

当
課
と
し
て
、
７
割
と
考
え

て
い
る
。

問
秋
に
は
健
常
者
の
接
種

　

令
和
５
年
第
２
回
定
例
会
が
、
６
月
６
日
か
ら
６
月
14
日
ま
で
の
９
日
間
開
催

さ
れ
ま
し
た
。

　

提
出
さ
れ
た
議
案
は
、
専
決
処
分
の
承
認
に
関
す
る
も
の
１
件
、
条
例
の
制
定

に
関
す
る
も
の
３
件
、
令
和
５
年
度
一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
等
の
補
正
予
算
の

議
定
に
関
す
る
も
の
３
件
、
令
和
４
年
度
一
般
会
計
繰
越
明
許
費
繰
越
計
算
書
の

報
告
１
件
の
合
計
８
案
件
で
す
。

　

ま
た
、
議
員
発
議
の
意
見
書
が
１
件
可
決
さ
れ
、
国
へ
送
付
い
た
し
ま
し
た
。

が
あ
る
の
か
。

答
５
歳
以
上
が
対
象
。

定
例
会
報
告

一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
３
号
）

問
住
民
税
非
課
税
世
帯
に

１
世
帯
３
万
円
の
支
給
。

　

１
４
０
０
世
帯
対
象
だ
が
、

全
体
に
占
め
る
割
合
は
。

答
全
世
帯
６
０
７
１
世
帯

の
約
23
パ
ー
セ
ン
ト
に
あ
た

る
。

問
ま
ち
づ
く
り
応
援
基
金

繰
入
金
は
、
小
中
学
校
給
食

費
の
２
、
３
学
期
分
で
、
無

償
な
の
か
。

答
そ
の
通
り
。

問
家
計
急
変
世
帯
給
付
金

と
は
具
体
的
に
説
明
を
。

答
補
正
第
２
号
で
、
令
和

４
年
度
の
収
入
等
に
よ
っ
て
、

住
民
税
非
課
税
世
帯
に
１
世

帯
３
万
円
支
給
し
た
。
今
回

は
令
和
５
年
１
月
か
ら
９
月

末
ま
で
に
、
家
計
が
急
変
し
、

住
民
税
非
課
税
世
帯
と
同
様

の
状
態
と
な
っ
た
世
帯
を
支

援
す
る
給
付
金
だ
。
７
月
か

ら
支
給
を
開
始
し
た
い
。

《
反
対
討
論
》

　

個
人
番
号
カ
ー
ド
受
付
事

務
費
補
助
金
と
雑
入
の
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
健
康
保
険

証
利
用
申
込
支
援
事
業
補
助

金
を
受
け
入
れ
、
予
算
に
計

上
し
て
い
る
。

　
　
　
　
　
　
（
根
岸
）

《
賛
成
討
論
》

　

今
回
の
補
正
予
算
案
は
、

国
の
価
格
高
騰
重
点
支
援
地

方
交
付
金
を
活
用
し
、
町
独

２・３学期無償化へ２・３学期無償化へ
小・中学校給食費小・中学校給食費

今宿小学校 配膳の様子今宿小学校 配膳の様子
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無償化でもおいしい給食を

自
の
支
援
を
行
う
も
の
で
あ

り
、
子
育
て
支
援
策
に
重
点

を
置
い
た
事
業
を
計
上
し
て

い
る
。

　

２
学
期
か
ら
小
中
学
校
給

食
費
が
無
償
に
な
る
こ
と
、

９
月
か
ら
来
年
３
月
ま
で
学

童
保
育
料
を
無
償
に
す
る
な

ど
、
町
が
本
気
で
少
子
化
対

策
に
取
り
組
ん
で
い
る
姿
勢

を
評
価
し
た
い
。�

（
大
賀
）

《
意
見
書 

反
対
討
論
》

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
め
ぐ
っ

て
ト
ラ
ブ
ル
が
続
発
し
て
い

る
こ
と
は
大
き
な
懸
念
で
あ

り
、
政
府
に
は
慎
重
に
対
策

を
講
じ
て
、
国
民
の
信
頼
回

復
に
努
め
て
い
た
だ
き
た
い

と
考
え
る
。

　

一
方
で
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制

度
そ
の
も
の
を
否
定
し
て
い

る
人
た
ち
と
メ
デ
ィ
ア
が
不

安
を
煽
っ
て
い
る
が
、
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
の
活
用
は
住
民
の

利
便
性
向
上
に
つ
な
が
る
も

の
で
あ
り
、
マ
イ
ナ
保
険
証

に
お
け
る
メ
リ
ッ
ト
は
医
療

費
抑
制
や
重
複
受
診
の
軽
減

化
な
ど
、
医
療
の
Ｄ
Ⅹ
推
進

に
つ
な
が
る
。
副
次
的
な
こ

と
を
声
高
に
主
張
し
、
先
に

進
む
こ
と
を
拒
ん
で
い
て
は

こ
れ
か
ら
の
地
域
共
生
社
会

に
向
け
て
進
ん
で
は
行
け
な

い
。
従
来
の
健
康
保
険
証
を

堅
持
す
る
、
そ
の
意
図
は
、

Ｄ
Ⅹ
推
進
に
逆
行
す
る
も
の

で
あ
る
。�

（
大
賀
）

反
対
理
由
は
次
の
４
点

①�

現
行
健
康
保
険
証
を
残
せ

ば
、
事
務
の
合
理
化
・
迅

速
化
・
正
確
性
を
阻
害
し
、

デ
ジ
タ
ル
化
が
抑
制
さ
れ

る
。ま
た
、現
行
の
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
問
題
が
解
決
で
き

な
い
。

②�

マ
イ
ナ
カ
ー
ド
健
康
保
険

証
の
処
理
で
、
多
く
の
不

具
合
が
発
生
し
て
い
る
の

も
事
実
だ
が
、
シ
ス
テ
ム

作
り
に
は
こ
の
よ
う
な
問

題
は
つ
き
も
の
で
あ
り
、

解
決
に
邁
進
す
べ
き
で
あ

る
。

③�

国
会
で
十
分
に
糾
弾
さ
れ

て
い
る
の
で
、
意
見
書
提

出
の
必
要
は
な
い
。

④�

Ｉ
Ｔ
弱
者
へ
の
課
題
は
、

成
年
後
見
人
制
度
、
地
域

共
生
社
会
と
し
て
地
方
自

治
体
で
も
取
り
組
む
べ
き

課
題
で
あ
る
。�

（
関
根
）

　

今
回
の
定
例
会
で
は
、
町

行
政
の
様
々
な
部
所
で
の
Ｄ

Ｘ
を
進
め
て
ほ
し
い
旨
の
質

問
・
意
見
が
た
く
さ
ん
あ
っ

た
。

　

マ
イ
ナ
保
険
証
へ
の
一
本

化
は
、
国
が
推
進
し
て
い
る

Ｄ
Ｘ
の
一
つ
で
あ
る
。

　

こ
れ
に
反
対
す
る
こ
と
は
、

自
分
た
ち
が
要
望
し
て
い
る

意
見
と
相
反
す
る
言
論
だ
。

　

町
に
Ｄ
Ｘ
を
強
く
要
望
し

て
お
き
な
が
ら
、
国
の
Ｄ
Ｘ

に
反
対
す
る
こ
と
は
、
私
と

し
て
は
で
き
な
い
。�

（
森
）

《
意
見
書 

賛
成
討
論
》

　

資
格
確
認
書
は
、
現
行
保

険
証
と
同
様
、
氏
名
、
生
年

月
日
な
ど
を
忘
れ
た
り
、
病

気
な
ど
で
手
続
き
で
き
な

か
っ
た
り
す
れ
ば
、
保
険
診

療
を
受
け
ら
れ
な
く
な
る
恐

れ
が
あ
る
。

　

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
使
途
は

現
在
、
社
会
保
障
、
税
、
災

害
対
策
の
３
分
野
に
限
定
さ

れ
て
い
る
。

　

政
府
は
、
国
民
の
声
を
聞

か
ず
に
政
府
が
恣
意（
し
い
）

的
に
使
途
を
拡
大
す
る
危
険

が
あ
る
。
地
方
交
付
税
の
配

分
を
差
別
す
る
。�

（
根
岸
）

　改正マイナンバー法が６月２日に成立し、2024年秋には健康
保険証を廃止して「マイナ保険証」に一本化するとしている。オ
ンライン資格確認システム導入の義務化、現行の健康保険証の廃
止は、取得が任意であるはずのマイナンバーカードを事実上義務
化させることになり、選択の自由と国民皆保険制度を壊しかねな
い。
　国民皆保険制度は、「いつでも」、「どこでも」、「誰でも」、日本
国内で等しく医療が受けられるものである。健康保険証を廃止し、
マイナ保険証を取得しない国民は、「資格確認書」を申請しなけ
れば、公的医療が受けられなくなる。
　マイナンバーをめぐるトラブルが多発し、未だに全貌が明らか
になっていない。さらに、最新のJNNの世論調査では、マイナ
ンバーの活用に不安を感じている人が70％を超えており、拙速
にことを運ぶのではなく、まずは立ち止まって、制度について見
直すべきである。
　障がいのある方、寝たきりの方や認知症の方など、いわゆる弱
い立場の方々にとっては、マイナンバーカードの取得や更新手続
き等が非常に困難である。
　現行の健康保険証は原則交付とし、マイナンバーカードを保険
証として使うかどうかは個々の国民の任意とするべきである。
　よって、国会及び政府においては、改正マイナンバー法を見直
し、健康保険証の継続を強く求める。

意見書が可決意見書が可決（賛成６：反対５）（賛成６：反対５）

改正マイナンバー法を見直し、
健康保険証の継続を求める意見書

はとやま議会だよりNo.161　45　はとやま議会だよりNo.161
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